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学教育とした理由は、日本における現在の保健師養成校は図 0-1 より、全養成校 251 校中大




学校種別 課程 就業年限 養成校数
大学院 修士課程 2 年 ７→ 10*
大学
（選択制） 4 年 191
（全員必修） 4 年 29
短期大学 専攻科 1 年 5
専修学校
保健師養成課程 1 年 6
保健師・看護師統合
カリキュラム校 4 年 10
注）大学院及び大学は国公私立看護系大学などの状況
　　（平成 27 年 4 月現在、* 平成 28 年 4 月現在）、文部科学省高等教育局医学教育課、
　　* 専修学校は医療関係職種養成施設（https://youseijo.mhlw.go.jp/）より作成

























































日本では、2015 年に高齢者保健福祉計画（老人福祉法第 20 条の８）や介護保険事業計画（介






学化が進んでいる。大学における看護職養成校（看護系大学）は 1989 年 11 校定員 558 人か
























































2014 年 226 校 19,454
1989 年 11 校 558 人



























成所指定規則が改正され、1997 年 4 月から施行された。看護における学士教育は 1952 年高
知女子大学で始まった。その後、1953 年東京大学医学部衛生看護学科、1964 年聖路加看護
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いる。これは、具体的な科目設定はされていないが、文部科学省が定める大学設置基準にあ
る卒業要件 124 単位のうち 97 単位が指定規則により定められており、他学系統に比べると
自由度は極めて少ない。
現行の大学におけるカリキュラムは厚生労働省ホームページ「保健師助産師看護師国家







































































































新潟県湯沢町は新潟県南部に位置し、人口 8,046 人、面積 357.00㎢で街のほぼ 94％を山
林が占めている。高齢化率は 33.90％となっており、今後の高齢化率はさらに進むことが予
測されている 19。また、2012 年 10 月に行われた新潟県福祉保高齢者の現況より高齢者世帯は
673 世帯と全世帯数 3,463 世帯の 19.4％となる。地域医療資源は、2016 年 10 月現在の地域
内医療機関情報の集計値（人口 10 万人あたりは、2015 年国勢調査総人口で計算）からみる
と一般診療所は 4 か所、人口 10 万人当たりの施設数は 49.71 と全国平均 67.88 を下回り、診
療科目においても設置は内科系と外科系のみとなっている。また、病院は 1 か所、歯科医院
は 5 か所となっており、在宅支援診療所については、在宅支援病院が 1 か所のみである。
1.1.1．新潟県湯沢町の取り組み
2003 年に「湯沢町ファミリー健康プラン」を策定。2013 年度には、第 1 次プランの評価
を行い、さらにこれを発展させた「第 2 次 湯沢町ファミリー健康プラン」を 2027 年までの
















表Ⅱ -1-1 要介護認定者 ( 第 1 号 )・認定率の推移 ( 対国、県 )


























東京都大田区は、人口 717,082 人、面積 60.66㎢、高齢化率は 21.7％、75 歳以上の全人口
に占める割合は年々増加しており、区民 10 人に 1 人が 75 歳以上の高齢者となっている。同
時に高齢単身世帯数は、平成 12 年に高齢夫婦世帯数を上回り、平成 2 年の 11,861 世帯から




源は、日本赤十字社東京都支部大森赤十字病院をはじめ区内に 27 病院あり、全国平均の 6.58
を大きく上回る。2016 年 10 月現在の地域内医療機関情報の集計値（人口 10 万人あたりは、
2015 年国勢調査総人口で計算）からみると一般診療所は 560 か所、人口 10 万人当たりの施
設数は 78.09 と全国平均 67.88 を上回っており、診療科目からみた設置数においても全国平
均は上回っており、医療においては潤沢な環境下にあるといえる。一方で介護施設において












20　2015年度 医療政策教育・研究ユニット 医療政策実践コミュニティー 4期地域包括ケア実践チーム調査




























これらの活動を支える一員として「みま～もサポーター」を募集している。2017 年 3 月
現在 100 名を超えた。こちらは、年会費 2000 円を徴収し、活動には、主体性を持って参加





































































学校一覧 (2015 年 5 月 1 日現在）によると看護師教育のみの教育課程を持つ看護系大学は全
国 231 校のうち 17 大学存在する。その内訳は、国立大学 5 大学、公立大学３大学、私立大
学 9 大学となっており、この数は、全体からみると 7.4% であり、大多数の大学が保健師教
育を選択制としている。この教育課程の変更により、2016 年の保健師国家試験受験者にお
いて新卒者の受験者および合格者は半減した。
2015 年（第 101 回）　受験者 16,622 合格者数 16,517(15,381) 
2016 年（第 102 回）　受験者 8,799 合格者数 7,901(7,684)
※合格者（　）内は新卒者の合格者数
※ 2016 年 3 月卒業生より看護師養成大学の学士課程における保健師が選択性となった。
2．地域包括ケアシステムを見据えた看護教育の実態
地域包括ケアシステムを見据えた看護教育を行っている看護職養成大学の事例を大学が
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作成する資料により調査を行った。選択においては日本学術振興会が支援を行う COC 校と
文部科学省が支援を行う GP 採択校の中で看護師養成課程をもつ大学の学部学科を抽出し、

















「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業） 」は、日本学術振興会が各大学の強みを生
かしつつ、大学の機能別分化を推進し、地域再生・活性化の拠点となる大学の形成を支援す
る制度であり、2013 年から始まった。この制度に採択された大学を本研究では COC 校とす




2013 年に採択され、地域における連携を取っている 2 大学に着目した。2013 年は 299 件の
単独申請があり、48 件が採択された。共同申請は 20 件あり採択は 4 件であり、合計 319 件
申請があった中での 52 件となる。このうち大学は 289 件申請、48 件採択で、内訳は、国立
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教員と企業との共同で団地に住む高齢者を対象に、高齢者の見守りシステムの構築に関する
研究を行っている。また、横浜市は国際都市であり、グローバル教育にも力を入れており、






















1996 年 4 月開学。2000 年 4 月大学院看護学研究科を設置。2005 年助産学専攻科を設置し、































































1949 年附属看護婦養成施設を設置し、1951 年に附属看護学校を設置。1965 年には附属助
産婦学校を設置。その後、1977 に医療技術短期大学部を設置し、附属看護学校は、1980 年に、



































2015 年 12 月にキャンパス隣接地に「地域包括ケアセンター」を開設した北海道医療大学
看護福祉学部看護学科 に着目した。同大学の地域包括センターは、札幌あいの里キャンパ











1993 年 4 月看護福祉学部看護学科を開設。その後、1997 年 4 月には、大学院看護福祉学
研究科看護学専攻 / 臨床福祉・心理学専攻修士課程開設し、1999 年 4 月大学院看護福祉学
研究科看護学専攻 / 臨床福祉・心理学専攻博士課程を開設。看護学科に関わる施設としては、
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＜ Research Notes of Graduate Students ＞
Reconsideration of the notion of professionalism 
in public health nursing within 
the Integrated Community Care System in Japan
Ikuko TSUMURA (Tokyo University of Foreign Studies)
【Keywords】Integrated Community Care System, Public Health, Nurse, 
Ultra Aging Society, Japan
 This study aimed to reconsider the notion of professionalism in public health nursing within 
the framework of the Integrated Community Care. Aging of the population has proceeded rapidly in 
Japan. In 2013, the proportion of people aged 65 years or over has reached 25%, which is the highest 
rate in Asia. In order to overcome the issues associated with the aging society, Japanese government 
has implemented the Integrated Community Care System. Under this system, the roles of the public 
health nurses are expected to increase over time. The study found that there was no difference between 
the role of public health nurses between rural and urban areas, especially with respect to an effective 
utilisation of human resources and land-specific industry. In both areas, public health nurses were 
organising resources and played the central role. However, there was a lack of knowledge and skills 
among these nurses to operate as a public health specialist. Therefore, I suggest that there is a great 
need of building a curriculum within a university that combines this need with the future education of 
public health nurse.
